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５ 在宅
ざいたく

福祉
ふ く し

サービス 

（１）補
ほ

装具費
そ う ぐ ひ

の支給
しきゅう

・貸与
た い よ

 

   身体障がい児・者及び難病患者等の障がいのある部分を補って、日常生活や職業生

活をしやすくするために、障害者総合支援法に基づき補装具費を支給又は貸与します。

補装具費の貸与の対象は、成長に伴って短期間での交換が必要となる障がい児など、

購入より貸与の方が適切と考えられる場合に限ります。対象種目などの詳細について

は、障がい者支援課にお問い合わせください。 

 

   ◇対 象 者      身体障害者手帳の交付を受けている方、難病等の方 

   ◇費用負担  原則１割負担（障がい者及びその配偶者（障がい児の場合は住民票

上の世帯全員）の市民税課税状況等に応じて負担上限月額が決定さ

れます。） 

   ◇補装具の種類      は児童のみ 

    ・肢体不自由……義肢、装具、車いす、電動車いす、歩行器、歩行補助つえ、 

座位保持装置、起立保持具、頭部保持具、排便補助具、 

座位保持いす 

    ・視覚障がい……盲人安全つえ、義眼、眼鏡 

    ・聴覚障がい……補聴器、イヤモールド、人工内耳（人工内耳用音声信号処理装

置の修理のみ） 

    ・音声言語機能障がい……重度障がい者用意思伝達装置 

   ◇適  用  一部の補装具について、医師の意見書及び京都府家庭支援総合セン

ターの判定が必要です。介護保険の対象となる方は、介護保険制度

（福祉用具の貸与）が優先されますが、医師や京都府家庭支援総合

センター等により身体状況に個別に対応が必要と判断された場合に

は、障がい者の制度が適用されることがあります。 

   ◇窓  口  障がい者支援課 TEL 874-3593 FAX  932-0800 

 

◎補装具費支給制度の月額上限額 

    障がい者本人及びその配偶者（障がい児の場合は住民票上の世帯全員）の課税 

状況や収入により決定されます。※令和６年３月３１日時点のものです。今後変わる可能性があります。 

 
課税収入状況 

負担上限月額 

障がい者 障がい児 

生活保護世帯 ０円 

市民税 

非課税世帯 
低所得１ ０円 

市民税 

課税世帯 

中 間 

１－１ 
市民税所得割１６万円未満 １８，６００円 

中 間 

１－２ 
市民税所得割１６万円以上 ３７，２００円 １８，６００円 

一定所

得以上 

最多課税者の所得割 

４６万円以上 
対象外 
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（２）
にちじょうせいかつようぐ

日常生活用具の
きゅうふ

給付 

   在宅の重度の障がい児・者が自力で日常生活を営めるよう用具を給付します。 

 

   ◇対 象 者      身体障害者手帳又は療育手帳の交付を受けた者であって障がいの程

度が次の表に該当する方、難病等の方 

   ◇費用負担  原則１割負担 

   ◇窓  口  障がい者支援課 TEL 874-3593 FAX 932-0800 

≪日常生活用具の内容≫ 

内  容 対象者等 耐用年数 

特殊寝台 
（腕、脚等の訓練ができる器具が付いて
いて、原則として頭部、脚部の傾斜角度
が調整できるもの） 

下肢又は体幹機能障がい１・２級（原則
として学齢児以上） 

８年 

特殊マット 
（褥瘡防止又は汚れ等を防ぐためにビニ
ール等加工されたもの） 

下肢若しくは体幹機能障がい１・２級（常
時介護を要するものに限る。）又は重度・
最重度の知的障がい（いずれも原則とし
て３歳以上） 

５年 

特殊尿器 
（尿が自動的に吸引されるもの） 

下肢又は体幹機能障がい１級（常時介護
を要するものに限る。）で原則として学
齢児以上のもの 

５年 

入浴担架 
下肢又は体幹機能障がい１・２級 （原則
として３歳以上で、入浴にあたって他人
の介助を要するものに限る。） 

５年 

体位変換器 
下肢又は体幹機能障がい１・２級 （原則
として学齢児以上で、下着交換等に他人
の介助を要するものに限る。） 

５年 

移動用リフト 
※天井走行型その他住宅改修を伴うもの
を除く。 

下肢又は体幹機能障がい１級・２級（原
則として３歳以上） 

４年 

訓練椅子（児童のみ） 
下肢又は体幹機能障がい児１級・２級（原
則として３歳以上） 

５年 

訓練用ベッド 

下肢又は体幹機能障がい児１・２級（原
則として学齢児以上） 
※難病の方については、別途お問い合わ

せください。 

８年 

入浴補助用具 
（入浴時の移動、座位保持、浴槽への入
水等を補助するもの） 
※設置に当たり住宅改修を伴うものを除
く。 

下肢又は体幹機能障がい （原則として３
歳以上で、入浴にあたって他人の介助を
要するもの） 

８年 

便器 
（手すりを含む） 
※取り替えに当たり住宅改修を伴うもの
を除く。 

下肢又は体幹機能障がい１・２級 （原則
として３歳以上） 

８年 

歩行補助杖 
（Ｔ字状又は棒状の一本杖） 

平衡機能又は下肢若しくは体幹機能障が
いで原則として学齢児以上のもの 

３年 

移動・移乗支援用具 
（スロープ、手すり等で、転倒予防、立
ち上がり動作の補助、移乗動作の補助、
段差解消等の用具） 
※設置に当たり住宅改修を伴うものを除
く。 

平衡機能又は下肢若しくは体幹機能障が
い（原則として３歳以上）で、家庭内の
移動等に介助を要するもの 

８年 
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内  容 対象者等 耐用年数 

頭部保護帽 

重度・最重度の知的障がい及び精神障が
いで、てんかんの発作等により頻繁に転
倒するもの並びに平衡機能、下肢、体幹
機能障がい（いずれも原則として３歳以
上） 

３年 

特殊便器 
（足踏みペダルで温水温風を出すことが
できるもの） 
※取り替えに当たり住宅改修を伴うもの
を除く。 

上肢機能障がい１・２級及び重度・最重
度の知的障がい児・者（いずれも学齢児
以上） 

８年 

火災警報器（１世帯に２台が限度） 
身体障がいの等級が１・２級又は重度・
最重度の知的障がい（いずれも火災発生
の感知及び避難が著しく困難な障がい
児･者のみの世帯又はこれに準ずる世帯） 

８年 
自動消火器 

電磁調理器 

視覚障がい１級・２級（１８歳以上で盲
人のみの世帯又はこれに準ずる世帯） 
重度・最重度の知的障がい者（１８歳以
上） 

６年 

歩行時間延長信号機用小型送信機 
視覚障がい１級・２級（原則として学齢
児以上） 

１０年 

聴覚障がい者用屋内信号装置 
（音、声音等を視覚、触覚等により知覚
できるもの。サウンドマスター、聴覚障
がい者用目覚時計、聴覚障がい者用屋内
信号灯を含む。） 

聴覚障がい２級（聴覚障がい者のみの世
帯又はこれに準ずる世帯、原則として学
齢児以上） 

１０年 

透析液加温器 
じん臓機能障がい１・３級（原則として
３歳以上） 

５年 

ネブライザー（吸入器） 呼吸器機能障がい１・３級又は同程度の
身体障がいを有するもの（原則として学
齢児以上） 

５年 
電気式たん吸引器 

酸素ボンベ運搬車 
医療保険における在宅酸素療法を行う障
がい児・者 

１０年 

動脈血中酸素飽和度測定器 
（パルスオキシメーター） 

人工呼吸器の装置が必要なもの ５年 

盲人用体温計（音声式） 視覚障がい１級・２級（盲人のみの世帯
又はこれに準ずる世帯、原則として学齢
児以上） 

５年 
盲人用体重計 

携帯用会話補助装置 
（携帯式で、ことばを音声又は文章に変
換するもの） 

音声機能若しくは言語機能障がい又は肢
体不自由で発声・発語に著しい障がいを
有するもの（原則として学齢児以上） 

５年 

情報・通信支援用具 
（パソコン周辺機器及びアプリケーショ
ンソフト） 

視覚又は上肢機能障がい１級・２級で原
則として学齢児以上のもの（同一対象者
への給付は１回限り。） 

－ 

点字ディスプレイ 

視覚障がい及び聴覚障がいの重複障がい
（原則として視覚障がい２級以上かつ聴
覚障がい２級）で、必要と認められるも
の（原則として学齢児以上） 

６年 

点字器（点筆含む。） 視覚障がいで点字器を必要とするもの 
標準：７年 

携帯用：５年 

点字タイプライター 
視覚障がい１・２級（原則として就学・
就労しているもの又は就労が見込まれる
もの） 

５年 
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内  容 対象者等 耐用年数 

視覚障がい者用ポータブルレコーダー 
視覚障がい１級・２級（原則として学
齢児以上） 

６年 
視覚障がい者用活字文書読上げ装置 

視覚障がい者用拡大読書器 
視覚障がいで、本装置により文字等を
読むことが可能になるもの（原則とし
て学齢児以上） 

８年 

盲人用時計（触読式・音声式） 

視覚障がい１級・２級（原則として学
齢児以上） 
※触読式時計の使用が困難な場合のみ
音声式時計 

１０年 

聴覚障がい者用通信装置 
（電話に接続して音声の代わりに文字等
により通信が可能な装置） 

聴覚障がい又は発声・発語に著しい障
がいを有するものであって、コミュニ
ケーション、緊急連絡等の手段として
必要と認められるもの 

５年 

聴覚障がい者用情報受信装置 
（字幕及び手話通訳付きの番組をテレビ
画面に表示でき、かつ、災害時の緊急信
号を受信する装置） 

聴覚障がいで、本装置によりテレビの
視聴が可能になるもの 

６年 

人工喉頭（笛式又は電動式） 喉頭を摘出したもの 
笛式：４年 

電動式：５年 

視覚障がい児・者用ワードプロセッサー 
（入力した文章が自動的に点字に変換さ
れ、点字プリンターと連動して点字文書
の作成及び音声化ができるもの） 

視覚障がいであって、原則として学齢
児以上（視覚障がい者支援施設や身体
障がい者福祉センターに設置し、利用
者が共同で利用するもの） 

－ 

点字図書 
（辞書等一括購入しなければならないも
のを除き、年間６タイトル又は２４巻を
限度とする。） 

主に情報の入手を点字によっている視
覚障がい児・者 

－ 
 

ストーマ装具（消化器系） 
（皮膚保護材や袋を身体に密着させるも
のを含む。） 

直腸機能障がい － 

ストーマ装具（尿路系） 
（皮膚保護材や袋を身体に密着させるも
のを含む。） 

膀胱機能障がい － 

紙おむつ等 
 紙おむつ 
 サラシ・ガーゼ・脱脂綿 
 洗腸用具 

脳性麻痺等の全身性障がい 
直腸又は膀胱機能障がい児・者でスト
ーマ用装具の使用が困難なもの等 

－ 

収尿器 
（採尿器と蓄尿袋で構成され尿の逆流防
止装置をつけるもの） 

高度の排尿機能障がい １年 

居宅生活動作補助用具（１住宅に付き原
則１回限りとする。） 
１ 手すりの取り付け 
２ 段差の解消 
３ 滑り防止及び移動の円滑化等のため

の床又は通路面の材料の変更 
４ 引き戸等への扉の取り替え 
５ 洋式便器等への便器の取り替え 
６ その他前各号の住宅改修に付帯して

必要となる住宅改修 

下肢、体幹機能障がい又は乳幼児期以
前の非進行性の脳病変による運動機能
障がい（移動機能障がいに限る。）を
有する３級以上のもの（学齢児以上） 
ただし、特殊便器への取替えは上肢障
がい２級以上のもの 

－ 

  ※給付対象となる日常生活用具は令和６年１月１日現在のものです。 

今後、内容等に変更が生じることがあります。 
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（３）日常生活用具
にちじょうせいかつようぐ

の
た い よ

貸与 

内  容 対 象 者 

福祉電話 

難聴者又は外出困難な身体障がい者１・２級（学齢児以上）であって、コミ

ュニケーション、緊急連絡等の手段として必要と認められるもの（障がい児･

者のみの世帯又は、これに準ずる世帯） 

 

   ◇貸与の条件  市町村民税非課税世帯 

   ◇窓  口  障がい者支援課 TEL 874-3593 FAX 932-0800 

 

（４）小児
しょうに

慢性
まんせい

特定
とくてい

疾患児
しっかんじ

日常
にちじょう

生活
せいかつ

用具
よ う ぐ

の給付
きゅうふ

 

小児慢性特定疾患児が、在宅で日常生活を営めるよう、用具を給付します。 

 

   ◇対 象 者  ①京都府小児慢性特定疾患治療研究事業の対象である１８歳未満の方 

②１８歳までに京都府小児慢性特定疾患治療研究事業の対象者とな

り、引き続き治療が必要な２０歳までの方 

   ◇費用負担  本人又は扶養義務者の所得により負担額が決定されます。 

 

≪小児慢性特定疾患児日常生活用具の内容≫ 

内  容 対 象 者 

便器 常時介護を要する者 

特殊マット 寝たきりの状態にある者 

特殊便器 上肢機能に障がいのある者 

特殊寝台 寝たきりの状態にある者 

歩行支援用具 下肢が不自由な者 

入浴補助用具 入浴に介助を要する者 

特殊尿器 自力で排尿できない者 

体位変換器 寝たきりの状態にある者 

車椅子 下肢が不自由な者 

頭部保護帽 発作等により頻繁に転倒する者 

電気式たん吸引器 呼吸器機能に障がいのある者 

クールベスト 体温調節が著しく難しい者 

紫外線カットクリーム 
紫外線に対する防御機能が著しく欠けて、がん又

は神経障がいを起こすことがある者 

ネブライザー（吸入器） 呼吸器機能に障がいのある者 

パルスオキシメーター 人工呼吸器の装着が必要な者 

ストーマ装具（消化器系、尿路系） 人工肛門又は人工膀胱を造設した者 

人工鼻 人工呼吸器の装着又は気管切開が必要な者 

 

◇窓  口  障がい者支援課 TEL 874-3593 FAX  932-0800 
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（５）軽
けい

・中等度
ちゅうとうど

難聴児
なんちょうじ

支援
し え ん

事業
じぎょう

 

   身体障害者手帳の交付の対象とならない軽・中等度の難聴児に対して、補聴器の購 

  入又は修理に必要な費用の一部を助成します。 

 

   ◇対 象 者      身体障害者手帳の交付の対象とならない軽・中等度の難聴児 

◇費用負担  原則、購入又は修理を希望する補聴器の基準額の３分の１(住民票 

       上の世帯全員の市民税課税状況等に応じて負担額が決定されます。） 

   ◇窓  口  障がい者支援課 TEL 874-3593 FAX 932-0800 

 

（６）移動
い ど う

支援
し え ん

事業
じぎょう

 

障がいがあり、屋外での移動が困難な方に、外出する際の支援を行います。ただし、

通勤、営業活動等の経済活動に係る外出、通年かつ長期にわたる外出及び社会通念上

適切でない外出を除き、原則として１日の範囲で用務を終えるものに限ります。 

 

   ◇利用時間  月に１６時間が上限です。 

   ◇費用負担  身体介護を伴う場合…原則１割負担 

          身体介護を伴わない場合…無料 

◇窓  口  障がい者支援課 TEL 874-3593 FAX 932-0800 

 

（７）障
しょう

がい者
しゃ

入浴
にゅうよく

サービス事業
じぎょう

 

   家庭の浴室での入浴が困難な重度身体障がい児・者、重度知的障がい児・者に入浴

サービスを行います。 

   〔施設入浴〕 施設を利用して入浴します（送迎あり）。 

   〔訪問入浴〕 移動が困難な方に移動入浴車を家庭に派遣し入浴します。 

 

   ◇利用時間  週に２回が上限です。 

   ◇対 象 者  重度の身体障がい児・者及び知的障がい児・者 

   ◇費用負担  原則１割負担 

   ◇窓  口  障がい者支援課 TEL 874-3593 FAX  932-0800 

 

（８）更生
こうせい

訓練費
くんれんひ

給付
きゅうふ

事業
じぎょう

 

就労移行支援事業、自立訓練事業、更生訓練を受けている身体障がい者に更生訓練

費が支給されます。ただし、生活保護受給者又はこれに準ずる方に限ります。 

 

（９）施設
し せ つ

入所者
にゅうしょしゃ

就 職
しゅうしょく

支度
し た く

金
きん

給付
きゅうふ

事業
じぎょう

（向日市独自事業） 

更生訓練を終了又は就労移行支援事業、若しくは就労継続支援事業を利用し、就職

又は自営により施設を退所することとなった方に対して、就職支度金が支給されます。 
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（10）訪問
ほうもん

生活
せいかつ

介護
か い ご

事業
じぎょう

 

心身の障がいのために日中における通所サービスの利用が困難な方に対し、日中活動

や社会参加の機会を提供するため、居宅に支援員を派遣するものです。 

 

（11）日中
にっちゅう

一時
い ち じ

支援
し え ん

事業
じぎょう

 

障がい者等を日常的に介護している家族の就労支援及び休息を目的として、障がい

者等が日中に活動できる場を確保し､介護者の負担を軽減します。 

 

◇利用時間  月に１０時間、年間１２０時間が上限です。 

   ◇費用負担  原則１割負担 

   ◇窓  口  障がい者支援課 TEL 874-3593 FAX 932-0800 

 

（12）生活
せいかつ

サポート事業
じぎょう

（向日市独自事業） 

障害者総合支援法の介護給付費支給の決定を受けられない方が、日常生活に関する

支援や家事援助等を必要とする場合に、ホームヘルパーを派遣して日常生活の支援を

行います。 

 

   ◇対 象 者  日常生活を営む上で、支援を必要とする障がい児・者で、障害支援

区分認定審査会で、障害支援区分に該当しないと判定された方 

          ※その他、特に利用対象者として認めた場合にも対象になることが

あります。 

◇利用時間  月に３０時間が上限です。 

   ◇費用負担  原則１割負担 

   ◇窓  口  障がい者支援課 TEL 874-3593 FAX 932-0800 

 

（13）身体
しんたい

障害者
しょうがいしゃ

自動車
じどうしゃ

運転
うんてん

免許証
めんきょしょう

取得
しゅとく

教習費
きょうしゅうひ

助成
じょせい

 

身体障がい者が自動車の運転免許を取得した場合に、教習に要した経費の３分の２

を助成します。 

 

   ◇支給限度額  １０万円（所得制限があります。） 

   ◇対 象 者  下表に該当する等級の身体障害者手帳の交付を受けた方で、 

次の条件のいずれにも該当する方 

           ⅰ 教習開始３か月前から助成金交付申請日まで引き続き向日市

内に住所を有する方 

           ⅱ 第 1 種普通自動車運転免許証の交付を受けた方で、免許証交

付の日から１か月以内に助成金交付申請をした方 
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障がいの区分 障がいの級別 備    考 

聴覚障がい ２級～４級 

上肢機能障がい４級～

６級の方については、運

転免許証に当該障がい

を事由に、自動車の改造

の条件が付されている

方に限ります。 

音声、言語又はそしゃく機能障がい ３級及び４級 

平衡機能障がい ３級及び５級 

上肢機能障がい  

１級～６級 

 
下肢機能障がい 

移動機能障がい 

体幹機能障がい １級～３級及び５級 

心臓機能障がい  

 

１級、３級及び４級 
腎臓機能障がい 

呼吸器機能障がい 

ぼうこう・直腸機能障がい 

小腸機能障がい 

 

   ◇取得の条件  身体障がい者の方が運転免許を取得するには、運転免許試験課で運

転適性についての検査を受け、障がいの状況に応じて免許の条件を

受ける必要があります。知的障がいや精神障がいの方についても、

運転免許試験課で運転適性相談を受け付けています。詳細について

は、運転免許試験課又は所轄警察署へお問い合わせください。 

          ※問合せ先 

・運転免許試験課（自動車運転免許試験場） TEL 631-5181 

           ・向日町警察署    TEL 921-0110 

   ◇窓  口  障がい者支援課 TEL 874-2574 FAX 932-0800 

 

（14）自動車改造費助成
じどうしゃかいぞうひじょせい

 

   肢体障がい者が就労等のために自動車を取得する場合、その自動車の改造に要する

経費を助成します。 

 

   ◇支給限度額  １０万円（所得制限があります。） 

ただし、両上肢機能障がい１級の方の改造に要する経費の助成額に

ついては、その都度協議により決定します。 

   ◇対 象 者  下記に該当する等級の身体障害者手帳の交付を受けた方で、就労等

に伴い、自らが所有し運転する自動車の駆動装置、操向装置の一部

を改造する必要のある方（公安委員会より自動車改造を条件として

交付された運転免許証を所持する等） 

障がいの区分 障がいの級別 

上肢機能障がい １級～３級 

下肢機能障がい １級～４級 

体幹機能障がい １級～３級 

 

◇窓  口  障がい者支援課 TEL 874-2574 FAX 932-0800 


